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法人後見 NPO の役割と今後の展開について （1）





















外の第三者後見 （3）が 71.9％である。後者の第三者後見 （4）の中で、「その他法人」、「社
協」、および「専門職法人」を合わせた 2,627 件が法人後見である （5）。「その他法人」
には社会福祉法人と NPO が含まれる。法人後見は成年後見制度導入時に新たに認め
られた形態である （6）。同制度の立法審議過程の記録によれば、法人後見の目的は成年
後見人等の体制拡充であったと考えられる （7）。同制度施行後の 10 年間、法人後見の受
任件数は全件数の 2％以下と限られていた。ところが、2010 年以降、法人後見の受任


























本稿では千葉県の NPO2 団体を取り上げる。NPO–A は、過去 11 年間に多数の法人
後見受任実績を持ち、成年後見業務に従事する NPO 会員（以下、「会員」とする。）は
行政書士が中心である。行政書士は、成年後見において業法上の報酬を受け取れない
ので、形式的には NPO に所属する市民後見人として従事している。専門職 NPO–B は、
受任実績は少ないものの、公益法人の助成金を獲得し「地域後見推進事業」に取り組




人後見 NPO は事業内容が限られ収益性が低いため、経営が難しい。従って、NPO の
経営能力を高め、財務体質を改善することが、NPO の共通課題である。本稿ではこの









NPO–A は 2006 年に設立され、2016 年に設立 10 周年を迎えた。2017 年 6 月までの
過去 11 年間に法定後見 949 件（延べ）、任意後見 91 件（延べ）を受任し、終了した
案件を除き、法定後見 646 件、任意後見 68 件が実稼働している（2017 年 6 月現在）。







た、NPO–A が NPO 会員に支払う報酬（委託料）は、どの事案も一律同額である。こ
れは会員間に、担当する事案による不公平感を持たせないように配慮したものである。








この活動理念の下に、NPO の業務方針が、代表理事以下の理事と 3 つの委員会（後見
推進、業務監督、財産管理）により組織的に決定される。代表理事は、設立当初から




NPO–A は千葉県庁近くに事務所を構えている。NPO–A の会員 60 名（2017 年 6 月
時点、男性 38 名、女性 22 名）は、地元の地域包括支援センターなど現場に出向き、
定期的に後見需要を調べている。代表理事によれば、各地の地域包括支援センターや
ケア・マネージャーが現場情報を良く把握しており、こうした福祉関係者とのチーム













とする。）の修了者が中心となって 2011 年に設立され、設立 6 年を迎える。我孫子、
柏、松戸、流山、野田、鎌ケ谷市を対象とし、現在までに法定後見 17 件、任意後見 5
件、見守り契約 2 件を引き受けている。2014 年に認定 NPO（千葉県）となり、2015
年には野田市社協から市民後見人養成講座、2016 年には同社協からフォローアップ講
















NPO–B には 139 名の正会員のほか、事業を財政支援する 108 名の賛助会員がいる






















 • 人材である NPO 会員の高齢化に伴う世代交代
 • 任意後見、障害者後見への新たな取り組み
 • 収益の安定と NPO の継続性確保
 • 市民後見人の受任拡大
3.　法人後見NPOの役割と課題



























































② 法人後見 NPO の課題
法人 NPO の課題は、NPO の財務基盤と経営能力である。事業を安定的に継続させ
るためには、NPO の財務基盤の強化と経営能力の向上が必要である。家裁の報酬ガイ



























 品川区の信用金庫 5 行が共同出資により、一般社団法人しんきん成年後見サポート
を 2015 年 1 月に設立し、信用金庫を定年退職した職員が後見人等となり、2017 年 6




 西武信用金庫の定年退職者 5 名が中心となって、NPO 法人市民後見サポートセン
ター和（なごみ）を 2015 年 4 月に設立した。西武信用金庫は、同年 5 月、同法人と
包括的連携・協力協定を締結し、活動資金を寄付するとともに「今後は、事務所の
提供等を含めたバックアップ体制を整え、地域社会の市民後見 NPO 法人と地域金融
機関との協働モデルを実行してまいります。」と HP に発表した （18）。
上記事例は、信用金庫と一般社団法人／ NPO の協力の動きである。今後は市民社
会と対話できる企業の価値が向上すると見られているため、企業と市民社会の対話が
重要になる （19）。その中で、企業と市民社会を接続する NPO の役割が重要になる。例





























に増やしてきた。法人後見を受任する千葉県 NPO2 団体の分析を基に、NPO 運営に必
要な強みと課題の共通要素を導出した。法人後見の特性である継続性の確保は、NPO
の財務基盤と経営能力の向上を実現することにより達成される。そこで、今後の展開










（4） 2016 年の第三者後見の内訳は、司法書士（9,408 件）、弁護士（8,048 件）、社会福祉士
（3,990 件）、その他法人（1,274 件）、行政書士（799 件）、社会福祉協議会（907 件）、市民
後見人（264 件）、その他個人（173 件）、税理士（67 件）、精神保健福祉士（32 件）となっ
ている（最高裁判所事務総局家庭局「成年後見関係事件の概況　平成 28 年 1 月～12 月」  
http://www.courts.go.jp/vcms_lf/20160427koukengaikyou_h27.pdf　2017 年 6 月 1 日アク
セス）。
（5） 前掲註（4）「概況」による。




（8） 法人後見の受任件数（カッコ内は全受任者数に占める割合）は、2011 年 1,122 件（3.8％）、
2012 年 1,709 件（5.3 ％）、2013 年 1,976 件（5.9 ％）、2014 年 2,498 件（7.3 ％）、2015 年









域住民がリーダーシップを取って NPO を作り、その NPO が法人後見人として活動をおこ
ない、それを行政が財政支援するのが理想だ。」と述べている。
（11） この点について、北九州成年後見センター HP(http://www.miruto.info 2017 年 6 月 1 日ア
クセス）「の「みると通信」第 30 回」に「法人後見における多職種連携について」（2012











（14） 東京大学市民後見研究実証プロジェクト（2013）によれば、成年後見の平均期間は 3 年 2
か月である。









献の主要 5 分野で全体の 65％を占め、福祉と人権は全体の 6％にすぎない。
（17） 品川区の 5 信用金庫（さわやか信用金庫、芝信用金庫、湘南信用金庫、城南信用金庫、目
黒信用金庫）が正会員となり、2015 年 1 月 21 日に設立された。（http://www.shinkin-
support.jp　2017 年 6 月 1 日アクセス）齋藤（2016）によれば、「すでに神奈川、静岡、広
島等の各地の信用金庫でも同様の取組みの検討が開始されている。」
（18） 西武信用金庫 HP http://www.seibushinkin.jp/info/npo_nagomi_201505.htm（2017 年 6 月
1 日アクセス）




ことが CSR 活動の役割と据えている。こう考えると、CSR は長期の視点で取り組む企業の
経営方針と密接に関連する。
（21） 2016 年 9 月実施。聞き取り調査の結果および調査票は紙面の関係で略した。
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